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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第３四半期
連結累計期間

第61期
第３四半期
累計期間

第60期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 3,686,103 5,687,615 4,666,634

経常損失(△) (千円) △5,427,456 △2,831,732 △6,839,133

四半期(当期)純損失(△)又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △5,549,168 △2,905,933 △7,518,422

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 1,349,161 1,349,161 1,349,161

発行済株式総数 (株) 12,170,000 12,170,000 12,170,000

純資産額 (千円) 8,553,517 3,722,546 6,604,191

総資産額 (千円) 27,547,711 29,250,272 27,024,108

１株当たり
四半期(当期)純損失(△)

(円) △458.06 △241.05 △621.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 31.0 12.7 24.4
 

 

回次
第60期
第３四半期
連結会計期間

第61期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △113.92 △45.98
 

(注) １．当社は、第１四半期会計期間より非連結決算に移行したことに伴い、第１四半期会計期間より四半期連結財

務諸表を作成しておりません。なお、前連結会計年度までは連結財務諸表を作成しているため、第60期第３

四半期累計期間に代えて、第60期第３四半期連結累計期間の連結経営指標等を記載し、第61期第３四半期累

計期間及び第60期は提出会社個別の経営指標等を記載しております。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、取締役に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。

　　「１株当たり四半期(当期)純損失(△)」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除

する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間及び当第３四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当

該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。主要

な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

連結子会社名古屋国際ホテル株式会社が清算結了したことから、連結の範囲から除外し、第１四半期会計期間より

非連結決算に移行いたしました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて以下の追加すべ

き事項が生じております。

 
　　継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による多大な影響を受け、前事業年度において営業損失6,632,957

千円、当期純損失7,518,422千円を計上いたしました。また、当第３四半期会計期間においては、緊急事態宣言が

2021年９月30日で解除となり、飲食・イベント等の人数制限は徐々に解除されるなど、人の流れも戻りつつありま

すが、これまでの緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の影響等により、当第３四半期累計期間において、営業損

失2,926,319千円、四半期純損失2,905,933千円を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象及び状況が存在しております。

当社は、当該事象及び状況の早期解消に向け、以下の対策に取り組んでまいります。

     ①　収益力向上対策

販売面では、新規顧客獲得のため、販売促進チームを中心に旅行会社及び法人との契約締結拡大を進め、通常

の訪問セールスに加えインサイドセールスも強化しているほか、地域特有の需要獲得に向け、イベント運営会社

等への営業セールスを行っております。また、2021年11月から当社公式予約サイト「宿泊ネット」からの利用及

び新規会員獲得のためのキャンペーンを実施しているほか、利益の最大化を目的に需要の繁閑に応じて適切な客

室価格で販売するために、稼働率に応じて料金を変動させていくための仕組化を進めております。加えて、WEB・

SNS等を活用した販売促進、コロナワクチン接種者への優待による利用客の誘引にも取り組んでおります。

 商品面では、地元飲食店やお土産店、観光名所と提携したパッケージ商品の品揃え強化に取り組んでいるほ

か、テレワークプランの販売、宴会場でのWEB会議プランや飲食店でのテイクアウト販売など、新たな需要獲得に

取り組んでおります。また、喫煙可能な客室の販売価格を2021年５月から値上げしており、R&Bホテルの朝食につ

いては、内容を充実させたうえで、2021年12月までに全店舗で無料から有料に切り替えております。

②　コスト削減対策

前事業年度に引き続き、家賃、管理料等の減額又は変動費化交渉を継続しております。また、人件費について

は役員報酬や社員給与の減額を継続しているほか、前事業年度の冬に続き、当事業年度の夏・冬の賞与も不支給

といたしました。なお、品質向上及びコスト削減を目的に、外注していた清掃を内製化する取り組みにつきまし

ては、2021年４月から一部の事業所（ワシントンホテルプラザ３事業所、R&Bホテル２事業所）において順次開始

いたしました。今後も、需要の回復状況及び経済合理性を考慮したうえで、外注の選択肢も残しつつ、柔軟に他

事業所に展開してまいります。

③　資金対策

資金面に関しましては、株式会社日本政策投資銀行から50億円の資本性劣後ローンによる資金調達を行い、ま

た、主力取引銀行である株式会社三菱UFJ銀行をはじめとするお取引金融機関とは、2024年３月までの実施済み貸

付元本の返済猶予について合意しており、現状において重要な資金繰りの懸念は解消されました。今後も、より

一層の財務基盤の安定化に向け、お取引金融機関との良好な関係を維持しつつ、継続的に支援いただくための協

議を行ってまいります。

④　その他

2021年５月から、一部の事業所（ワシントンホテルプラザ５事業所、R&Bホテル１事業所）において、新型コロ

ナウイルス感染症の軽症者等の療養施設としての一棟貸しを順次開始いたしました。当該一棟貸しを行うこと

で、対象事業所の全室の売上が保証されるとともに人件費や販売手数料等の費用削減にもつながり、キャッ

シュ・フローの改善に貢献いたします。

 
これらの検討を踏まえて、事業面及び財務面における安定性は十分に確保されているものと考えており、継続企

業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

第１四半期会計期間の期首から適用しております。

なお、第１四半期会計期間より非連結決算に移行したことから、前年四半期累計期間との比較分析は行っておりま

せん。

 
(1) 財政状態及び経営成績

① 経営成績

 当第３四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の収束が見えないなか、新規感染者数

の増減に呼応するように景気は後退と回復を繰り返し、総じて厳しい状況が続きました。

　ホテル業界におきましては、４月から９月にかけて断続的に発出された緊急事態宣言による人の往来自粛の影響

を大きく受けることとなり、宣言解除後の秋口から年末にかけては需要に回復がみられましたが、新たな変異株の

出現による感染再拡大の懸念もあり、先行きは不透明な状況が続きました。

　このような環境下、当社では、売上獲得のため公式予約サイト「宿泊ネット」のキャンペーン実施やWEB・SNS等

を活用した広告宣伝、コロナワクチン接種者に対する優待実施などにより利用客の誘引を図りましたほか、旅行会

社及び法人に対して感染対策に留意しながら営業活動を継続することで、新規顧客の獲得に取り組みました。

費用につきましては、役員報酬や社員給与の減額を継続しているほか、当事業年度の夏・冬の賞与を不支給とい

たしました。また、家賃、管理料等の減額又は変動費化交渉を継続するなど、引き続きコストの削減に取り組みま

した。

また、2021年５月からは全ホテルで喫煙室の値上げを実施し、2021年12月からはR&Bホテルチェーン全店において

朝食アイテム数を増やして内容の充実化を図ると同時に無料から有料に切り替えるなど、収益改善に取り組んでお

ります。

なお、当社は2021年12月31日時点において新型コロナウイルス感染症の軽症者等の療養施設としての一棟貸しを

６つの事業所で行っており、地域・自治体へ貢献するとともに、収入の確保に繋げています。

これらの結果、当第３四半期累計期間におきましては、客室稼働率は32.0％（第１四半期会計期間21.9％、第２

四半期会計期間30.4％、当第３四半期会計期間43.5％）となり、当第３四半期累計期間の業績は、売上高5,687,615

千円、営業損失2,926,319千円、経常損失2,831,732千円、四半期純損失2,905,933千円となりました。

　なお、当社はホテル事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 
② 財政状態

(資産）

当第３四半期会計期間末における総資産合計は、前事業年度末に比べ2,226,164千円増加の29,250,272千円となり

ました。これは主に現金及び預金が3,195,924千円増加したことによるものであります。

 （負債）

当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ5,107,808千円増加の25,527,726千円となりま

した。これは主に短期借入金が7,061,000千円、１年内返済予定の長期借入金が1,119,864千円減少した一方、長期

借入金が13,520,029千円増加したこと等によるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ2,881,644千円減少の3,722,546千円となり

ました。これは利益剰余金が2,909,446千円減少したことによるものであります。

 
(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生じた事

項はありません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

１．多額な資金の借入

当社は、2021年11月４日開催の取締役会にて、株式会社日本政策投資銀行より劣後特約付金銭消費貸借契約に基

づく資金調達を行うことを決議し、同日付けで契約を締結いたしました。

借入の概要は以下のとおりであります。

（1）借入先　　　　　　　　株式会社日本政策投資銀行

（2）借入金額　　　　　　　50億円

（3）借入実行日　　　　　　2021年11月８日

（4）返済期日　　　　　　　2031年11月７日(期日一括返済)

（5）担保及び保証の内容　　無担保・無保証

 
２．借入条件の変更による多額な負担の減少

当社は、資金繰りの安定化を図るため、2024年３月までの実施済み貸付元本の返済猶予について、2021年11月４

日付けでお取引金融機関と合意いたしました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,170,000 12,170,000

東京証券取引所
（市場第二部）
名古屋証券取引所
（市場第二部）

完全議決権株式であり、権利内容
に何らかの限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株でありま
す。

計 12,170,000 12,170,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　　2021年12月31日 － 12,170,000 － 1,349,161 － 3,754,161
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

114,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

120,524 ―
12,052,400

単元未満株式
普通株式

― ―
3,000

発行済株式総数 12,170,000 ― ―

総株主の議決権 ― 120,524 ―
 

（注）株式報酬制度に基づく退任役員への報酬の支払いを目的として、2021年12月に自己株式900株を売却しておりま

す。この結果、当第３四半期会計期間末における自己株式数は113,700株（発行済株式総数に対する所有株式数

の割合は0.93％）となっております。

 
② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
ワシントンホテル株式会社

愛知県名古屋市
千種区内山三丁目23番５号

4,800 109,800 114,600 0.94

計 ― 4,800 109,800 114,600 0.94
 

（注）１．当社は単元未満自己株式50株を保有しております。

　　 ２. 他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

役員に対する株式報酬制度の
信託財産

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12
 

 ３．株式報酬制度に基づく退任役員への報酬の支払いを目的として、2021年12月に自己株式900株を売却してお

ります。この結果、当第３四半期会計期間末における自己株式数は113,700株（発行済株式総数に対する所有

株式数の割合は0.93％）となっております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役
事業開発部部長

三沢　聡 2021年11月30日
 

 
(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　男性９名　女性―名　（役員のうち女性の比率―％）
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

なお、当社は第１四半期会計期間より四半期財務諸表を作成しているため、四半期損益計算書に係る比較情報を記

載しておりません。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2021年10月１日から2021年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽

有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 
３ 四半期連結財務諸表について

連結子会社名古屋国際ホテル株式会社が清算結了したことから、連結の範囲から除外し、第１四半期会計期間より

四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,828,634 6,024,559

  売掛金 284,229 729,299

  原材料及び貯蔵品 30,351 35,850

  前払費用 450,283 488,346

  関係会社立替金 364,375 －

  その他 787,068 93,832

  貸倒引当金 △320,803 －

  流動資産合計 4,424,139 7,371,887

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 9,920,147 9,469,598

   工具、器具及び備品（純額） 290,645 234,804

   土地 5,564,875 5,564,875

   リース資産（純額） 1,643,930 1,596,500

   建設仮勘定 29,293 30,672

   その他（純額） 130,275 122,130

   有形固定資産合計 17,579,168 17,018,580

  無形固定資産   

   電話加入権 21,047 21,047

   ソフトウエア 100,991 62,888

   その他 16,834 15,905

   無形固定資産合計 138,873 99,841

  投資その他の資産   

   投資有価証券 78,390 98,044

   関係会社株式 0 －

   長期貸付金 540 4,970

   破産更生債権等 － 1,294

   長期前払費用 67,431 69,933

   差入保証金 4,731,543 4,582,274

   その他 23,671 23,640

   貸倒引当金 △19,650 △20,194

   投資その他の資産合計 4,881,927 4,759,962

  固定資産合計 22,599,969 21,878,385

 資産合計 27,024,108 29,250,272
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 67,787 132,755

  短期借入金 ※  7,061,000 －

  1年内返済予定の長期借入金 ※  1,119,864 －

  リース債務 42,679 43,937

  未払金 1,305,605 1,071,288

  未払費用 122,614 147,744

  未払法人税等 － 81,179

  賞与引当金 15,134 －

  株式報酬引当金 9,600 19,675

  ポイント引当金 110,215 －

  その他 127,457 130,026

  流動負債合計 9,981,957 1,626,606

 固定負債   

  長期借入金 ※  7,374,358 ※  20,894,387

  リース債務 1,977,381 1,944,269

  長期未払金 303,539 287,739

  繰延税金負債 250,018 250,018

  再評価に係る繰延税金負債 375 375

  未使用商品券等引当金 17,941 17,697

  資産除去債務 434,468 435,810

  その他 79,878 70,821

  固定負債合計 10,437,960 23,901,119

 負債合計 20,419,917 25,527,726

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,349,161 1,349,161

  資本剰余金 5,916,994 5,916,994

  利益剰余金 406,349 △2,503,096

  自己株式 △86,377 △85,679

  株主資本合計 7,586,128 4,677,379

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △29,083 △9,427

  繰延ヘッジ損益 △7,448 －

  土地再評価差額金 △945,405 △945,405

  評価・換算差額等合計 △981,937 △954,833

 純資産合計 6,604,191 3,722,546

負債純資産合計 27,024,108 29,250,272
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 5,687,615

売上原価 8,038,310

売上総損失（△） △2,350,694

販売費及び一般管理費 575,624

営業損失（△） △2,926,319

営業外収益  

 受取利息及び配当金 160

 受取手数料 15,915

 受取保険金 3,476

 賞与引当金戻入額 15,134

 貸倒引当金戻入額 750

 雇用調整助成金 115,259

 感染拡大防止協力金受入額 190,613

 その他 31,711

 営業外収益合計 373,020

営業外費用  

 支払利息 163,018

 支払手数料 110,093

 その他 5,322

 営業外費用合計 278,434

経常損失（△） △2,831,732

特別損失  

 固定資産除却損 15

 関係会社株式評価損 0

 減損損失 ※  25,975

 事業所閉鎖損失 19,052

 特別損失合計 45,042

税引前四半期純損失（△） △2,876,775

法人税、住民税及び事業税 29,157

法人税等合計 29,157

四半期純損失（△） △2,905,933
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【注記事項】

(会計方針の変更)

   (収益認識に関する会計基準等の適用)

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

 収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

 
　（室料収入に係る収益認識）

従来は、チェックイン時に当日宿泊分の収益を一括で認識しておりましたが、サービス提供の進捗に応じて収

益を認識するよう変更しております。

 
　 (カスタマー・ロイヤリティ・プログラムに係る収益認識)

自社サイトの「宿泊ネット」での販売時にポイントを付与するカスタマー・ロイヤリティ・プログラムについ

ては、従来は、販売時に付与したポイントのうち将来使用されると見込まれる額を「ポイント引当金」として計

上し、ポイント引当金繰入額を「販売費及び一般管理費」として計上しておりましたが、付与したポイントを履

行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行

う方法に変更しております。

 
　 (本人及び代理人取引に係る収益認識)

 顧客へのサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、従来の総額での収益認識か

ら純額での収益認識に変更しております。

 
 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

 この結果、当第３四半期累計期間の売上高は32,686千円減少し、販売費及び一般管理費は22,433千円減少し、

営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ10,252千円増加しております。また、利益剰余金の当期

首残高は3,513千円減少しております。

 なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法によ

る組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３

月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益

を分解した情報を記載しておりません。

 
    (時価の算定に関する会計基準等の適用)

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積

実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しておりま

す。
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(追加情報)

    (新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて)

 前事業年度の有価証券報告書（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定につ

いて重要な変更はありません。

 
（四半期貸借対照表関係）

※ コミットメントライン契約

当社は、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響の長期化に備え、運転資金の確保及び事業運営の機動的、安

定的かつ効率的な資金調達手段を確保することを目的として、コミットメントライン契約を締結しております。この

契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

当座貸越極度額
及び貸出コミットメントの総額

9,400,000千円 9,400,000千円

借入実行残高 7,061,000千円 8,000,000千円

差引額 2,339,000千円 1,400,000千円
 

 

(四半期損益計算書関係）

※ 減損損失

当第３四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

当第３四半期累計期間において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

 １ 資産グルーピングの方法

当社は、資産を事業資産、遊休資産等にグループ化し、事業資産については、個々のホテルをグルーピングの最

小単位とし、遊休資産等については個別の物件を最小単位としております。

 ２ 減損損失を認識した資産グループ及び減損損失計上額、資産種類ごとの内訳

場所 用途 種類 減損損失（千円）

大阪府大阪市北区他 事業資産
建物及び構築物 14,857

その他 11,117
 

 ３ 減損損失を認識するに至った経緯

収益性の低下等により、上記の資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

 ４ 回収可能価額の算定方法

当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないた

め、零として評価しております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。
 

 
当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 643,897千円
 

 

(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

   該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　　該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ホテル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

   顧客との契約から生じる収益を分解した情報

   当第３四半期累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年12月31日）

 (単位：千円)

 合計

　室料収入 4,686,688

　料理収入 607,926

 飲料収入 87,643

　サービス料収入 9,111

顧客との契約から生じる収益 5,391,369

その他の収益 296,245

外部顧客への売上高 5,687,615
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △241円05銭

(算定上の基礎)  

　四半期純損失（△）(千円) △2,905,933

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

　普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △2,905,933

　普通株式の期中平均株式数(株) 12,055,422
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２．当社は、取締役等に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。

　　「１株当たり四半期純損失(△)」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自

己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。

「１株当たり四半期純損失(△)」の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第３四半期累計期

間113,750株であります。

 
(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月10日

ワシントンホテル株式会社

取締役会  御中

　

太陽有限責任監査法人
 

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪事務所

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤   健文  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 古田   賢司  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大好   慧  

 

 
 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているワシントンホテ

ル株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第61期事業年度の第３四半期会計期間（2021年10月１日から

2021年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ワシントンホテル株式会社の2021年12月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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